
第７章

そ の 他



目-7-1

第７章 その他目 次

第１節 その他一般

１ 工事用運搬路 7－1

２ 現道残部の処理 7－1

３ 積 算 7－2

３－１ 設計図書の作成について 7－2

３－１－１ 設計説明 7－2

３－２ 積算の適正化 7－3

３－３ 運搬路の補修 7－3

３－４ 設計審査カードの作成 7－3

第２節 台帳作成について

１ 道路台帳作成要領について 7－17

２ 舗装台帳作成要領について 7－22

３ 道路緑化樹木台帳記載要領 7－30



第７章 そ の 他

第１節 その他一般

１ 工事用運搬路

運搬路の幅員はＷ＝4.0ｍを標準とし必要に応じ、真砂土、又はクラッシャーラン

等の敷均しを計上する。なお、登坂路最急勾配ｉ＝15％とする。

図１－１に工事用運搬路の標準断面を示す。

図１－１ 幅員構成（一車線の場合の一例）

工事用道路については、在置する場合、今後の管理等も含め、舗装構成等を検討す

。 、 、 、 、 、ること また 用地内工事用道路についても 併用期間 周辺環境 勾配等を考慮し

簡易舗装（コンクリート舗装含む）を検討してもよい。

２ 現道残部の処理

現道残部を処理する場合は下記の方法により行うこと。

１ 植栽をして沿道の美化を計る方法

２ パーキングエリヤとして利用する方法（道の駅、簡易パーキングとして整備する

箇所は本局担当課と協議する）

３ 排水処理を目的とする方法
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３ 積 算

３－１ 設計図書の作成について

設計図書は、決められた様式によって、きれいに作成すること。特に変更の場合

の図面は前後の関係を明確に表示すること。設計書は一応原稿で提出してよいが、

そのために設計積算が安易にならないよう留意されたい。

３－１－１ 設計説明

設計説明は下記事項について記載例を参考に記入する。

イ）工事場所の位置及び延長

○号○○バイパスの起点側、測点№○～№○間の延長○○ｍの○○工事（改

良、舗装、構造物先行、橋梁等）を行うものである。

ロ）道路構造規格及び巾員

道路構造令第○種○級で設計速度○○㎞／ｈとし、巾員は全体計画３～1.5

～７～３～７～1.5～３＝26ｍのうち暫定施工として２～1.5～７～1.5～２＝

14ｍを片側施工で左側を完成させる （又は完成断面で下部工を完成させる）。

ハ）構造及び舗装構成（改良、舗装の場合）

交通区分は○交通とし、路床上のＣＢＲは実測（又は推定）○％であるため

置換（その他工法として安定処理・Ｆe 石灰工法等）により路床構築を行い、

交通区分に応じて設計ＣＢＲを○として路床構築厚○○㎝、下層路盤○○㎝、

上層路盤○○㎝、Ａs舗装○○㎝のうち本工事では○○路盤まで施工する （又。

は○○路盤迄は前年度施工済である）

（橋梁の場合）

延長及スパン割

上部工の構造型式

下部工の躯体及基礎型式

ニ）他事業等の関連

本工事は道路公団施工○○インターチェンジと関連するため別途締結した協

定書にもとづき施工するほか、盛土は現在施行中の○○工事より流用土を受入

れ本工事で引均し締固めを行う。

ホ）図面の作成について（当初設計）

位置図、平面図……工事施工箇所の外、前後の施工状況がわかるように記入

する。又、土取場土捨場およびその運搬経路その他積算

内容で標示すべき事項を記入する。

標 準 横 断 図……工事の最も標準的な代表横断面を１～２断面選定し（特

殊な断面はさける 、巾員構成、舗装構成、法勾配を明）

記する。

縦 断 面……特に暫定施工で概成とする場合は施工高を明示する。

横 断 面……20ｍ間隔を標準とするが、地形の変化が激しい場合、補

足断面を追加する。

構 造 図……必要に応じ天端高、基礎高等を記入する。



盛土 切土 構造物 側溝水路 取付道路 路　面 竣工箇所

緑色 橙色 赤色 水色 茶色 黄色 黒色

変更

赤色

道７－3

着色……

当 初 平 面 図

変更平面図

３－２ 積算の適正化

材料単価の決定、数量の算出、歩掛りの決定、仮設費等の積算にあたっては、充

分な検討を行い、下記の点は特に留意のこと。

イ）材料単価の決定にはその根拠とした資料を明確にしておくこと。

３－３ 運搬路の補修

イ）設計にあたっては運搬路を事前によく調査し特に通園通学路をさけ、市町村道

を対象とする場合は市町村道の管理者と文章で協議しておく。

ロ）補修については道路管理者が行うのを原則として協議を進めるが、特に簡易舗

装程度の道路に重荷重の土運搬車を通す場合は道路構造上の問題もあると思われ

るので、原形復旧程度は計上する。但しこの場合も一般交通による損傷もあるの

で協議の対象としておく。

３－４ 設計審査カードの作成

下記様式により審査カードを作成し、提出すること。
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橋　名 　　　号 工事名 工事事務所

橋種及型式 支間割

橋　長 　　　　　　　　　 ｍ 巾員構成 橋面積 ㎡
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橋　名 号 工事名 工事事務所

線　形 　直・斜角　　　　　　Ｒ＝　　　　　　　ｍ 設計額 千円 工期 （自） 年　月　日～
（至）

　年　月　日

側 面 図

添接ヶ所

の記号(＄)

を入れる

断面図

構 造 型 式

支 間 割

巾 員 構 成

橋 面 積 Ａ＝
橋長

　　　×
巾員

　　＝　　㎡

鋼　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

重

総 重 量 Ｂ＝　　
ｔ
(Ｃ＝橋体＋沓　）

ｔ

材　
　

質　
　

別

Ｓ Ｍ ５ ０ Ｙ  t

Ｓ Ｍ 　 ５ ０ 〃

Ｓ Ｍ 　 ５ ３ 〃

Ｓ Ｍ 　 ４ １ 〃

Ｓ Ｓ 　 ４ １ 〃

Ｓ Ｍ 　 ５ ８ 〃

そ の 他 〃

㎡  当  り 　 　 Ｃ  ／  Ａ ㎏／㎠

添 接 材 の 別 及 本 数 ／ Ｃ 本／ｔ

製 作 工 数 　 人 ／ ｔ 人／ｔ

製 作 単 価 　 工 場 原 価 ／ Ｂ 千円／ｔ

輸　
　

送

起 点 地 名 ・ 距 離 ㎞

最 大 部 材 （ 長 ・ 重 量 ） 　　　　　　ｍ　　　　　　　ｔ

貸 　 　 車 　 　 （ 直 工 ） 円／ｔ

ト レ ー ラ ー 　 （  〃  ） 〃

架　
　
　
　
　
　

設

工 法

トラックレーン 　　　　　　　ｔ吊　　　　　台

ケーブルクレーン Ｈ＝　　　　ｍ・Ｌ＝　　　  ｍ

ベ
ン
ト

重 量 表・積上　　　　　　　　　　ｔ

基 礎

架 設 編 成 人 員 　 人 ／ 日 （世）　　　（橋）　　　（普） （世）　　　（橋）　　　（普） （世）　　　　（橋）　　　（普）

地 組 率 ％

１日当り架設重量標準± ％ ｔ／日

ｔ 当 り 架 設 単 価 (直 工 ) 円／ｔ

ｔ 及 ㎡ 当 り 単 価 （ 諸 負 費 ） 　　千円　　／ｔ　　　
千円

／ｍ

標 準 設 計 使 用 の 有 無 　　　有　　　　　　無

摘　　　　要

鋼 橋 上 部 工 審 査 カ ー ド

年 月 日

機 種
台 数
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橋　名 　　　　　　　　　号 工事名 工事事務所

線　形 　直・斜角　　　　Ｒ＝　　　　　ｍ 設計額 千円 工期  
自
　　年　　月　　日～

至
　　年　　月　　日

側面図

断面図

構 造 型 式
（ プ レ テ ン は 桁 の 呼 称 も 入 れ る ） （　　　　　　　　　　　　　　）

支 間 割

巾 員 構 成

橋 面 積 橋長×巾員＝　　　　　　　　　㎡

主　
　

桁

総重量及コンクリート量 ｔ　　　　　　㎥ 

桁 本 数 ・ 製 作 台 数  t

型

枠

転 用 用 　 　 回 数

単 価

鋼 線 及 シ ー ス の 径

鋼 線 量 ・ 鉄 筋 量 ㎏／㎥　　　　　㎏／㎥

横

締

中

詰

横 締 間 隔

鋼 線 鋼 棒 別 及 径

横 締 長 ｍ

型 枠 転 用 回 数 及 単 価 円／㎡

輸　
　

送

起 点 地 名 ・ 距 離 ㎞

最 大 部 材 （ 長 ・ 重 量 ） 　　　　　　　　　　ｔ

貸 　 　 車 　 　 （ 直 工 ） 円／ｔ

ト レ ー ラ ー 　 （  〃  ） 円／ｔ

架　
　
　
　
　
　

設

工 法

トラックレーン 　　　　　　　　　　　　　　台

架 設 編 成 人 員 　 人 ／ 日 （世）　　　（橋）　　　（普） （世）　　　（橋）　　　（普） （世）　　　　（橋）　　　（普）

１日当り架設重量標準± ％

ｔ 当 り 架 設 単 価 (直 工 ) 円／ｔ

㎡ 当 り 単 価 （ 諸 負 費 ） 　

標 準 設 計 使 用 の 有 無 　　　有　　　　　　無

摘　　　　要

道７－14

Ｐ ・ Ｃ 橋 上 部 審 査 カ ー ド

年 月 日

機 種
台 数



橋　　名 号線名 道路規格 種　　級 橋種 河川橋・陸橋

橋　　長 幅員構成 線　　形 斜角　　　　°Ｒ＝　　　　ｍ

道７－15

橋梁設計（委託業務）審査表

工事事務所

型　
　

式

径　間　割

上　部　工

下　部　工

基　礎　工

河　

川　

諸　

元

河　川　名 河川計画 有・無 施工年次 河川管理者

現　　況 計　　画 河川管理者との下協議（条件）

流 量

Ｈ．　Ｗ．　Ｌ

桁 下 余 裕

築 堤 又

は 護 岸

右 　 岸

左 　 岸

関　

連　

道　

具

位置計画の有無 道路種別 道路規格 幅　　員 管理者名 備　考（交通状況）

現 　 在

計 　 画

現 　 在

計 　 画

 

比　

較　

事　

項

 

概　

略　

設　

計

審　

査　

意　

見



ト
ン
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ル
ト
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ネ
ル

延
長

幅
員

構
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路
線
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道
路
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平
面

線
形

縦
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線
形

地
質

弾
性

波
速

度
　

　
（

㎞
／

ｓ
）

地
山

強
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比

地
山

分
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等
級
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間
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（
ｍ
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掘
　
削

　
工

　
法
　

　
（

　
掘
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方
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掘　 　 　 　 　 　 　 　 削

掘
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面
）
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半
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全

断
面
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（

㎡
）

下
半

（
㎡

）

イ
ン

バ
ー

ト
（
㎡
）

導
坑

（
㎡

）

計

ず
り

出
し

方
式

掘
進

長
上

半
（

ｍ
）

下
半

（
ｍ

）

掘
削

ｍ
当

り
単

価

支　 　 　 保　 　 　 工

吹
付

コ
ン

ク
リ

ー
ト

厚
さ

（
㎝

）

上
半

（
全

断
面

）
（

ｍ
）

下
半

（
周

長
）

（
ｍ
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ロ
ッ

ク
ボ
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ト

上
半

（
全

断
面

）
（

本
）

下
半

（
本

）

鋼
支

保
工

上
半

（
全

断
面
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（

㎏
）

下
半

（
㎏

）

金
網

上
半

（
周

長
）

（
ｍ

）

下
半

（
周

長
）

（
ｍ

）

支
保

工
ｍ

当
り

単
価

　 覆 工 　

防
水

工
　

　
　

（
周

長
）

　
（

ｍ
）

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
設

長
（

ｍ
）

巻
立

覆
工

厚
(
イ

ン
バ

ー
ト

厚
)

（
㎝

）

全
断

面
（

支
払

断
面

）
（

㎥
）

イ
ン

バ
ー

ト
(
支

払
断

面
)

（
㎥

）

計

鉄
筋

（
ｔ

）

覆
工

ｍ
当

り
単

価

直
工

ｍ
当

り
単

価

16道７－

注
(
1
)

掘
削
、

支
保
工
、
覆
工

は
単
位
数
量
を

示
す
。

(
2
)

覆
工

鉄
筋

（
Ｄ

区
間

）
は

１
式

（
全

数
量

）
計

上
。

Ｅ



第２節 台帳作成について

１ 道路台帳作成要領について

道路台帳の作成は「道路台帳図面の作成要領（Ｓ44.11.26付 （Ｓ55.3.21付一部），

改正 」によるものとする。）

１ 道路台帳作成にあたっては下記要領によるとともに道路管理関係例規集（Ｐ6221

～6247）に資料を掲載されているのでよく熟知し遺漏のないよう処理するものとす

る。

２ 昭和45年７月16日付をもって道路部長通達（道路管理例規集Ｐ－6248）により連

絡済の道路附属物調書も同時に完備しておくものとする。

３ 道路台帳作成は資料の全くないケ所は敷地調査費をもって作成することとし、改

築工事を実施するケ所については改築費をもって改築工事完了と同時に作成する。

又残りの分については維持、修繕費の測量及び試験費をもって整備拡充することに

しているので事務所において年次計画を作成し計画的に作成しなければならない。

道路台帳の作成要領

１ 道路台帳平面図は下記のものを作成する。

(1) 第一原図（マイラーべース）…………１部

地形測量図（道路の主要な附属物を含む ）。

(2) 第二原図（マイラーべース）

道路台帳図面（主要な占用物件を含む）…………１部

占用関係図面…………１部

(3) 青写真

道路台帳図面…………２部

占用関係図面…………２部

２ 原図および青写真の一部は、工事事務所において保管し、青写真の一部は事務所の

当該地区管理の出張所において保管するものとする。

３ 表紙の様式は下記のとおりとする。

道７－17
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４ 表紙の表裏に凡例（別紙）を貼布する。

５ 図面は左綴じとする。

６ 図面の最初に５万分の一平面図を添付し台帳作成区間を赤色にて着色し、図面の対

照番号を記入すること。

７ 図面の様式は下記のとおりとする。

８ 作業の条件は下記を標準とする。

(ｲ) 平面測量：縮尺は５百分の一の実測とし、道路中心より左右各々40ｍ程度地形及

び道路の附属物並びに占用物件、道路境界標等を測量し、平面原図を

作成する。

(ﾛ) 調査選定：作業範囲の状況調査計画及び準備打合せ。

(ﾊ) 工 事 用：平面測量を行う為の基準調査で 精度は２次補助トラバース(１/3000)、
多角測量

程度とする。

(ﾆ) 中心測量：平面上に資料を利用して現況にあうようにプロットする。

(ﾎ) 縦断測量：測点間隔は20ｍとし、基準は補助標より（キロ標をチェック）割り出

し、高さの基準は一等水準点より取る。

(ﾍ) 横断測量：100ｍ毎に実測し、平面図に表示する。

(ﾄ) 道路台帳：平面原図より第二原図を作成し、枠内に縦断図及び横断箇所図並びに
図面作成

使用目的に分けて道路台帳図面（主要な占用物件及び建設省で設置し

ている道路標識等を記入する 、と占用関係図面（主要な占用物件及）

び公安委員会が設置している道路標識等を記入する）を作成し、青焼

・着色・製本する。
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９ 図面は次の要領により調製すること。

○ 道路の区域の境界線等は、次の例を参考に記入する。イ

○ 車 道 幅 員ロ

実測図の下段に下記のとおり欄を設けて記入する。
○ 曲 線 半 径ハ

なお、平面図当該箇所余白部分に道路横断構造物の断面図を
○ 縦 断 勾 配ニ

記入すること。
○ 路面の種類ホ



○ トンネル、橋及び渡船施設並びにこれらの名称ヘ

トンネルの名称のないものについては、起点より順次番号を付する等の方法に

より記入する。

橋は延長２ｍ以上のものの名称を記入する。

名称のないものについてはトンネルに同じ。

なお、トンネルについては延長建築限界高を次のように記入する。

○ 道路元標その他主要な道路の附属物ト

道路元標、並木、街灯、駒止、防護柵、自動車駐車場、横断歩道橋、地下横断歩

道、道路情報板等の位置を記入する。

また、距離標及び境界杭の位置は必ず記入すること。

○ 道路の敷地の国有、地方公共団体有、又は民有地の地番チ

Ａ 地方公共団体有は緑色で着色し、団体名を記入する。また、地番があれば地番

も記入する。

Ｂ 民有地は黄色で着色し、所有者名及び地番を記入する。

Ｃ 国土交通省所管以外の国有地については橙色で着色し、所管名を記入する。

、 、 、 。Ｄ 国土交通省所管の国有地については 着色 地番 境界等の記入の必要はない

○ 道路と公用を兼ねる主要な工作物リ

堤防、護岸、駅前広場等の主要な他の工作物と効用を兼ねる区間についてその兼

用工作物の名称を記入する。

○ 交差し、若しくは接続する道路又は重複する道路並びにこれらの主要なものの種ヌ

類及び路線名

Ａ 重複する道路は道路の種類を問わず、すべて次のとおり台帳図面に記入する。

Ｂ 一般自動車道、林道、農道等についても重要なものがあれば記入する。
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○ 交差する鉄道又は新設軌道及びこれらの名称交差方式を明らかにして記入する。ル

○ 軌道その他主要な占用物件ヲ

道路工事その他の道路管理上、特に留意すべき軌道、鉄道、地下街等の主要な占

用物件についてはその名称を記入する。

なお、別途500分の１の図面で占用物件平面図を作成するものとする。

この図面に記載する占用物件は、電柱、マンホール、水道管、ガス管、軌道柱、

信号機、道路標識（道路管理者の設けたものも含む）等とする。

○ 調製年月日ワ

調製年月日及び調製者氏名（測量等の会社にあってはその会社名）を対照番号の

平面図右下欄に記入する。

○ 図面の訂正カ

図面の変更があったときは、すみやかに原図を訂正するとともに補正前の旧図面

は道路台帳の最終頁にとじ、出張所、道路部路政課に通知するものとする。

この場合当該訂正図面の右下欄に訂正年月日を記入するものとする。
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２ 舗装台帳作成要領について

昭和35年７月

道 路 局

Ⅰ 目 的

道路交通に支障のないように、長期にわたって維持するためには、道路の現況と経

歴を詳細に把握する必要がある。舗装台帳は、この目的に即して道路の現況・経歴、

および維持・修繕改築・工事等を記録し、道路の維持の効果的、経済的な運営を計る

ものである。

Ⅱ 管 理

舗装台帳は、上記の目的に沿って作成されるものであるから、維持を担当する各工

事事務所および出張所においては、正確な記入、完全な保管、効果的な利用をはから

なくてはならない。

本台帳は（指定区間、改築区間）の全線について作成し、保管は、工事事務所長の

責任とする。

Ⅲ 様 式

様式は次の３種類とし、別紙のとおりとするもの。

様式－Ａ 道路の現況調査を主体とするもの。

様式－Ｂ 路面の維持、修繕の記録を主たる目的とするもの。

様式－Ｃ 同 上

なお、提出資料は第一原図（マイラーべースＡ－500）及び厚紙で裏打した青焼と

し、長期保存に耐えるようにする。提出部数………各々１部
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Ⅳ 記入要領

１ 様式－Ａ

(1) 地 名

平面図の起終点の市、町、村および字を記入する。

(2) 延 長

平面図の道路延長を記入する。

(3) 幅 員

車道幅員および車道舗装幅員を記入する。

(4) 舗装面積

舗装の工種毎に面積（単位㎡）を記入する。

(5) 路 線 名

国道名（国道番号）を数字で記入する。

(6) 府 県 名

都道府県及び五大市名を記入する。

(7) 図面番号

図面番号は、粁標番号を基準として整備し、例に示すように前の数字には粁標

番号を、後の数字には粁標内の頁数を記入する。平面図に２つの粁標番号のある

ものは、後の番号を記入する。

例： 35 ２

粁標番号 35㎞の範囲内の２枚目

(8) 平 面 図

1
(ⅰ) 縮 尺

500

(ⅱ) 中心線に沿って地点標(粁標および100米標)および20ｍ毎に位置を記入する。

分子に粁標の数、分母には粁標より延長を記入する。

35
例：粁標丁 (35粁)

0

35
100米 (35粁300米)

300

(ⅲ) 図の左側を路線の起点側とする。

(ⅳ) 舗装の形状、目地および付帯構造物（側溝・擁壁・暗渠・橋梁等）を主体

とし、あわせて周囲の状況、地勢等を記入する。切土、盛土の区別を法等によ

り明確にさせる。

(ⅴ) 直角曲がり、急角度に曲がるものについては、付近の状況がわかるように

適当に分割し離して記入する。

(9) 曲 線

曲線長ＣＬ、曲線半径Ｒ、直線長Ｌおよび片勾配Ｓ（単位％）を記入する。
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(10) 縦 断

(11) 柱 状 図

柱状図は、当該区間の過去の資料および調査、改築、修繕等が行われた場合の

資料に基づいて記入する。(記入例参照)

記入事項は次の事項につき記入するが、不明な事項について漸次調査の上記入

し、又次の事項以外でも必要な事項を適宜記入する。

(ⅰ) 位置および範囲

調査の場合は位置を平面図に明記する。改築または修繕工事で、道路の構造

が明確にわかるものについては、その範囲を示す。局部的に打換えたものにつ

いては斜線を引いて範囲を明確にさせる。

(ⅱ) 年 月 日

調査および施工の年月日を( )内に記入する。

(ⅲ) コンクリート舗装

(ｲ) 版

版 厚（単位㎝）

強 度（単位㎏／㎠ 圧縮強度： 曲げ強度 )

(ﾛ) 路 盤

改築の舗装では路盤工法及び施工方法を記入する。

厚 （単位㎝）

Ｍ：最大骨材寸法（単位㎜）

砂利・砂率（単位％）ｇ：

(注）砂利・砂率（Gravel－S and Ratia）は全骨材量に対する

№８篩（2.38㎜）に残留するものの百分率である。

(ﾊ) 路 床

土の分類は改訂ＰＲ法による。

ＣＢＲ：路床支持力比（単位％）

(ⅳ）瀝青系舗装

(ｲ) 表 層

厚： 単位㎝）（

Ａ：アスファルトの量（単位％）

Ｍ：最大骨材寸法（単位㎜）

アスファルトの品質（針入度等）
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(ﾛ) 基 層

セメント、コンクリート系であれば、セメント、コンクリート舗装の版、

瀝青系であれば表層の表示法によること。

(ﾊ) 路 盤

コンクリート舗装の路盤の表示法による。

(ﾆ) 路 床

コンクリート舗装の路床の表示法による。

(ⅴ) そ の 他

、 、 、修繕等により 在来舗装を打換えるときは 平板載荷試験により在来および

新規の路盤・路床の支持力を測定して記入する。

(12) 改良・舗装の経歴

該当区間についての改良・舗装および修繕の施工年度・事業主体・施工者・事

業費について記入し、摘要欄にはその範囲を記入する。

(13) 横 断 面

代表的な横断図を記入し、巾員構成および寸法を明記する。

(14) 舗装の構造図および配合

(ⅰ) コンクリート舗装

。目地構造図・配筋図・配合等について判っているものがあれば記入する

(ⅱ) 瀝青系舗装

工法・施工方法・配合等について判っているものがあれば記入する。
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工　種 工　　種　　の　　説　　明 単位
平 面 図 に

記入の要否

Ａ

　Ａ－ａ

　Ａ－ｂ

　Ａ－ｃ

　Ａ－ｄ

　Ａ－ｅ

Ｂ

　Ｂ－ａ

　Ｂ－ｂ

　Ｂ－ｃ

　Ｂ－ｄ

セメントコンクリート舗装の維持

　目地亀裂の填充

　欠損部処理

　コンクリートによる局部的打換

　応急処理

　法入工法による修理

瀝青系舗装の維持

　パッチング

　表面処理

　波状表面の整正・すべり止め・フラッシュの処理

　応急処理

㎡

〃

〃

〃

〃

㎡

〃

〃

〃

否

要又は否

〃

否

要

要

〃

要又は否

否

２ 様式－Ｂ

(1)～(8)様式Ａと同様

(9) 平 面 図

様式-Ａの平面図と同様であるが、路面の形状・目地・および破損の状況等につ

いて記入する。

また修繕工事で打換え、被覆したものを別に記入出来るよう充分余裕を取って

おくこと。

(10) 記 事

維持および修繕工事のすべてについて年月日・施工区間・工種（記号の各欄お

よび摘要欄に工法の概要）を記入する。

(i) 維持工事

維持工事の工種記号および平面図に記入の要否は次の通りである。

(ⅱ) 修繕工事

摘要欄には次の事項を記入する。

(ｲ) コンクリート舗装

版厚・強度・示方配合・目地構造・配筋その他工事上・工法上特記すべき事項

(ﾛ) 瀝青系舗装

工法・施工方式・配合・安定度その他工事上・工法上特記すべき事項

(ﾊ) 路 盤

厚・最大骨材寸法・砂利砂率・支持力係数その他工事上・工法上特記すべき事項

３ 様式－Ｃ

様式－Ｂの平面図がない記録欄のみのもので、記入事項は様式－Ｂと同一である。

４ そ の 他

、 。道路台帳の記入事項と重複する部分については 内容が矛盾せぬよう注意すること
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３ 道路緑化樹木台帳記載要領

この樹木台帳は、各工事事務所において、過去の改良又は改築工事に伴う道路緑化工

事及び県、市によって移管された緑化樹木について調査し、直轄管内の緑化現状況を把

握すると同時に、今後の維持管理のための資料とするものである。

□ 調査項目

１ 植栽位置 ２ 植栽区間距離延長 ３ 植栽年度

４ 施工業者 ５ 経緯及び枯補償 ６ 植栽形式

７ 樹 木 名 ８ 樹木規格 10 支柱形式

□ 樹木台帳様式

調査項目を路線別に整理すると同時に維持管理のために、樹種別年間管理計画、管

理記録管理者メモ、施工者メモ、植栽樹木現況写真及び樹木特性等を把握でき、５箇

年間の記録できるように考慮して台帳様式を以下のように定める。

□ 様式Ⅰ 路線別全体図

路線区間内の植栽位置と植栽されている区間距離、その区間内の植栽形式別実延長

を把握する。

口 様式Ⅱ 路線樹木集計表

、 。 、路線内に存在する樹木総数を規格別に集計し 樹種別年間管理計画を立てる また

その路線内の定期的な管理状況を記録する。

□ 様式Ⅲ 路線樹木台帳

道路平面図に植栽区間と形式を記入し、現況写真で道路環境を把握する。また、形

式毎に詳細図を作成し樹種、規格、数量、支柱、植栽区間距離、植栽実延長、植栽位

置を把握し、管理状況の記録、新規植栽の場合の施工者所見、他官庁からの移管記録

を把握する。

□ 様式Ⅳ 植栽樹木現況写真及び樹木特性

現地に植栽されている樹木を高木、中木、低木毎に写真撮影し、花、実、紅葉等の

特性を示す写真を添付する。また、各樹種の特性を明記する。

□ 様式Ⅴ 樹木支柱形式図

様式Ⅱ、Ⅲに記録する支柱の詳細図を記号化する。



様式 〈路線別全体図〉I

１ 項目と記載内容、基準

路 線 名 その台帳の路線名を記入する。

路 線 総 延 長 直轄区間内の総延長を㎞単位で記入する。

植栽区間距離総延長 様式Ⅲの植栽区間距離延長の総和をkm単位で記入する。

植栽形式別実延長 下区に示す植栽形式（Ａ～Ｆタイプ）を歩道部中央分離

帯部別にkm単位で記入し、交通島及び残地は箇所数を記

入して、それぞれの小計を算出する。

記録は５箇年間とし、累計を記入してもよい。

全 体 図 道路台帳（１／50,000）図面を貼付し、1㎞毎に区分し

て、区間番号を記入する。区間番号は起点を１として通

し番号とする。

２ 記 入 例 区画線 は20㎜×６㎜とし、数字は中央に記す。
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樹  木  名

ク
ロ
ガ
ネ
モ
チ

〃

ヤ

マ

モ

モ

〃

マ

テ

バ

シ

イ

〃

支　柱　形　式 Ｅ Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ

支　柱　数　量 38 125 39 61 125 74

規 格 樹 高 Ｈ 5.00 4.00 4.00 3.00 4.00 3.00

      幹 周 Ｃ 0.45 0.20 0.20 0.20 0.30 0.20

      枝 葉 Ｗ 2.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
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様式Ⅱ 〈路線樹木集計表〉

１ 項目と記載内容、基準

路 線 名 その台帳の路線名を記入する。

規 格 分 類 高木（樹高３ｍ以上 、中木（樹高３ｍ～１ｍ））

低木（樹高１ｍ未満 、地被（芝等）の４段階に分類し、規）

格毎に１葉とする。

樹 木 名 路線内の総樹木名を和名で記入する。

支 柱 形 式 樹木に使用されている支柱及び類似した支柱を様式Ⅴで示さ

れた記号で記す。

支 柱 数 量 現地調査で記録された支柱の数量を記す。

規 格 樹高Ｈ、幹周Ｃ、枝張Ｗをｍ単位で記す。

記 入 例

数 量 様式Ⅲに記録された数量を集計する。

管 理 計 画 樹種別に１月～12月迄の年間管理計画を立て（緑化技術指針

参照 、下記の記号を用して表示する。）

□ 剪定 ○ 施肥 △ 除草

・○ 補植 ×□ 支柱 × 病虫害駆除

計画期間が２～３ヶ月に及ぶ場合は－□－のように示す。

管 理 記 録 管理者から５ヶ年間記録する。

剪 定 その区間の剪定した樹木名、年月日、剪定に関する注意事項

等を記す。

除 草 除草に使用した薬剤名、位置、年月日、使用量を記す。

施 肥 肥料名と対象樹木名、年月日、使用量を記す。

備 考 路線全体としての管理の問題や業務引継等の経緯を記録す

る。
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様式Ⅲ 〈路線樹木台帳〉

１ 項目と記載内容、基準

路 線 名 その台帳の路線名又はバイパス名を記す。

距 離 標 様式Ⅲの区画図欄に添付した平面図の起点及び終点の距離標

を記す。

植栽区間距離延長 植栽区間距離の和を㎞単位で記す。

植 栽 年 度 植栽工事が実施された年度を記す。

施 工 者 植栽工事を施工した業者名を記す。

区 間 番 号 様式Ⅰの全体図中に記入された配置番号を記入する。

区 間 図 道路平面図（１／2,500）に植栽位置を線状に記し、図中に

植栽形式の記号を表示する。さらに、植栽区間500ｍ当に１

ヶ所の割合で現況写真を撮影し貼付する。撮影方向は起点か

ら終点に向い、道路中央の位置で撮影する。貼付する写真は

カラー判のベタ焼サイズのものとする。

植 栽 年 度 植栽工事が実施された年度を植栽ケ所別に記す。

詳 細 図 各植栽形式に平面図、断面図、立面図を１／500で作成し、

植付間隔、樹高、枝張寸法及び樹木名を記入する。

植栽区間距離 植栽されている道路の距離を記入する。上下線に植栽されて

いる場合はそれぞれの区間距離の和を算出するが、この場合

中央分離帯部は除く。ただし、中央分離帯部のみ植栽されて

いる場合は区間距離として計上する。

植 栽 実 延 長 現地に植栽されている歩道部、中央分離帯部の植樹別距離を

植栽形式別に記す。従って交差点や交通島、残地等の距離は

除く。

植 栽 位 置 植栽されている位置を起点に向って、右側道歩道、左側道歩

道、中央分離帯、交通島、残地の５名称に分類し記入する。

樹 木 名 植栽位置樹の区分毎に樹木名を和名で記す。

支 柱 形 式 樹木に使用されている支柱及び類似した支柱を様式Ⅴで示さ

れた記号で記す。

支 柱 数 量 現地調査で記録された支柱の数量を記す。

規 格 区間内樹木の樹高(H)、幹周(C)、枝張(w)をｍ単位で記す。

表示する寸法を以下のように定める。

樹高(H) 0.5以下、 0.5,1.0,1.5,2.0,2.5,3.0,4.0,5.0,6.0以上

幹周(c) 0.2以下、0.2,0.3,0.45,0.6,0.8以上

枝張(w) 0.5以下、0.5,1.0,2.0,3.0,4.0以上

さらにＨ.Ｃ.Ｗ.の項目は以下の基準に従って記す。

Ｈ＝30以上の場合、Ｈ.Ｃ.Ｗ.を記入する。

Ｈ＝3.0未満の場合、Ｈ.Ｗを記入する。



記 入 例

(1) クロガネモチ

実 測 値 Ｈ6.2 Ｃ0.5 Ｗ4.2の場合は

台 帳 記 入 値 Ｈ6.0以上、Ｃ0.45 Ｗ4.0と記入する。

(2) ヤ マ モ モ

実 測 値 Ｈ4.2 Ｃ0.4 Ｗ2.5の場合は

台 帳 記 入 値 Ｈ4.0 Ｃ0.3 Ｗ2.0と記入する。

(3) ホルトノキ

実 測 値 Ｈ2.8 Ｃ0.15 Ｗ1.2の場合は

台 帳 記 入 値 Ｈ2.5 － Ｗ1.0と記入する。

(4) ト ベ ラ

実 測 値 Ｈ0.45 Ｗ0.7 の場合は

台 帳 記 入 値 Ｈ0.5以下 Ｗ0.5 以上と記入する。

(5) ハマヒサカキ

実 測 値 Ｈ0.3 Ｗ0.45の場合は

台 帳 記 入 値 Ｈ0.5以上、Ｗ0.5以上と記入する。

数 量 高木、中木、低木単値は本数、低木寄値は㎡数と単位面積当り

の平均値付本数を実測して本数を算出して記入し、地被は㎡数

を記入する。数量は５ヶ年間記録するが、各年度の植栽工事、

枯死、補植等の増減による補正値を累計して記録してもよい。

ただしその場合５ヶ年経過後は再度調査を必要とする。また、

植樹桝があり、植栽されていないような植栽可能地は、名称を

裸地として樹目名欄に記入し、㎡数を記す。

施 工 者 メ モ 新規植栽の場合、竣工以後の維持管理（剪定、消毒、灌水等）

について施工的見地からの特記事項及び所見を記入する欄で、

施工業者へ依頼する。

管 理 記 録 管理者が５ヶ年間記録する。

補植又は移植 植栽位置、樹木名、規格、数量、年月日を記す。

支 柱 直 し 位置、支柱形式記号、数量、年月日を記す。

病 虫 害 駆 除 病害名、虫害名、薬剤名とその使用量、散布した樹木名、年月

日を記す。

管 理 者 メ モ 管理記録欄の補足事項、その他所見を記す。

、 。経緯及び枯補償 他官庁からの移管記録 竣工後１ヶ年の枯補償等の記録を記す
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様式Ⅳ 〈植栽樹木現況写真及び樹木特性〉

１ 項目と記載内容、基準

樹 木 名 その路線内に存在する樹木名を和名で記す。

植 栽 位 置 距離標と地名を～㎞～付近欄に記す。

樹 木 写 真 現況樹木写真は夏季の葉量豊かな時期に撮影し、高木、中木

は縦型、低木、地被写真は横型とする。また撮影方向は木表

側とする。様式に貼付する写真は、カラーサービス判とし、

１樹種に対して１枚を撮影する。様式は、高木、中木、低木

地被別に１葉とする。

樹 木 特 性 常緑、落葉の区別、開花問期、花色、結実期、その他、病虫

害名等の特性を表わす事項を記す。

樹木特性写真 その樹木の特性を最も表わすような写真で花、実、紅葉等の

拡大写真を印刷物等により撮影する。写真はカラーベタ焼判

とする。

様式Ⅴ 〈樹木支柱形式図>

この様式は、道路緑化計画・植栽施工・管理技術指針の（Ｐ75）支柱形式図を記号

化したもので、現況の支柱はこの形式記号を記す。
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